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福岡県男女共同参画白書の刊行にあたって 

 

 
少子・高齢化や経済のグローバル化の進展により、社会や経済の情勢は急速に変化し続けて

います。こうした中、男女がお互いを尊重し、あらゆる分野で性別に関わりなく個性と能力を

発揮することができる男女共同参画社会の実現がますます重要となっています。 
県では、県民一人一人が福岡県に生まれ、生活して良かったと実感できる「県民幸福度日本

一」を目指しており、「福岡県総合計画」において「女性がいきいきと働き活躍できること」

を取り組むべき１０の事項の一つとして掲げております。また、第３次福岡県男女共同参画計

画を策定し、「女性の更なる社会進出を推進し、女性が多様な分野で能力を発揮する、活力あ

る社会をつくる」を大目標とした取り組みを総合的に進めてまいりました。その結果、平成２

６年４月における県の審議会などの女性委員の割合は４１．４％と、５年連続で目標の４０％

を維持し続けているほか、県内で男女共同参画に関する条例を制定した市町村が４３、計画を

策定した市町村は５４を数えるまでになっており、男女共同参画の取り組みは着実に進んでい

ます。 
一方で、男女の固定的な役割分担意識は根強く残っており、国際的に見れば、我が国の女性

の社会参画はいまだ低い水準です。長時間労働などの働き方の見直しや男性の意識改革など、

社会全体で男女が共に仕事と家庭を両立できる環境を整えていく必要があります。また、配偶

者や交際相手から暴力を受ける女性や、母子家庭の母親など、多くの女性が精神的、経済的な

困難を抱えており、その支援はますます必要とされています。 
 国においては、「日本再興戦略」の中核に女性の活躍を掲げ、女性の登用促進などに係る環

境整備がうたわれるなど、女性の活躍がさらに大きく前進しようとしています。県としても、

男女共同参画社会の実現に向けて、より効果的な施策を一層推進してまいります。  
 本書は、福岡県男女共同参画推進条例に基づき年次報告として公表するもので、福岡県の男

女共同参画に関する現状や施策の概要、市町村における推進状況などを取りまとめています。 
 これからの男女共同参画社会づくりを推進していく上で、多くの皆さんに活用していただけ

れば幸いです。 
 
 

平成２７年３月 
福岡県知事 小 川  洋 
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平成 25 年６月に閣議決定された政府の「日本再興戦略」では、女性の活躍が成長戦略の
中核とされ、女性活躍推進法案が国会に提出されるなど、男女共同参画社会づくりに向け
た動きがこれまで以上に進んでいます。県においても、福岡県総合計画及び第３次福岡県
男女共同参画計画に基づき、女性がいきいきと働き活躍できる社会づくりに向けて、様々
な取組を進めています。
男女共同参画社会とは、男女がお互いの個性を尊重しながら、あらゆる場面でその能力

に基づき活躍できる社会であり、女性のみでなく男性にとっても暮らしやすい社会である
ということができます。男性の家事や育児などへの参画は進んできているものの、未だに
男性の長時間労働が問題となっており、また男性の育児休業取得率も低い現状があります。
男女がともに社会責任と家庭責任を担うべきこと、男女共同参画社会は男性にとっても伸
び伸びと個性を発揮できる社会であることなどについて、男性の理解を進めることが必要
です。
ここでは、男女共同参画を男性の視点から考え、現状や県の取組について説明します。

男性の家事・育児への参画は近年進んできているものの、共働き世帯を対象にした調査
では家事に関連する時間は妻が夫より圧倒的に長く、夫の家事・育児従事時間は国際的に
見ても短い状況となっています。また男性の育児休業取得率も低いままとなっています。
男性も女性も個性を発揮し、伸び伸びと豊かに暮らせる男女共同参画社会をつくるため

には、男性に多い長時間労働を抑制し、男性が家事・育児や地域活動等に参画することの
大切さについて理解を深める必要があります。そのため、男性向けの効果的な啓発や情報
提供が求められています。

福岡県の、夫も妻も有業（共働き）世帯の一日の生活時間をみると、家事等を含む労働
時間（2 次活動）について、妻は 9 時間 24 分、夫は 8 時間 49 分で、妻が 35 分多く、一方、
「睡眠時間」について妻は 7 時間、夫は 7 時間 29 分で夫が 29 分多い状況です。
妻と夫で最も差が大きいのは、家事関連時間で、妻が 4 時間 20 分、夫は 24 分で、妻が
3 時間 56 分多く、仕事では、妻が 4 時間 34 分、夫が 7 時間 39 分で、夫が 3 時間 5 分多く
なっています。

図表 特－１ 夫も妻も有業（共働き）世帯の１日の生活時間（週全体平均）（福岡県）

備考：総務省「社会生活基本調査」（平成２３年）
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注１) ２次活動：「仕事」は「仕事」と「学業」の合計時間、「家事関連時間」は「家事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の合計時間。

注２) ３次活動：「休養等自由時間活動」は「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌」、「休養・くつろぎ」の合計時間、「積極的自由時間活動」は「学習・研究」、「趣味・娯楽」

「スポーツ」、「ボランティア活動・社会参加活動」の合計時間、「その他」は「移動（通勤・通学を除く）」、「受診・診療」、「その他」の合計時間。

〈特集〉男性にとっての男女共同参画

〇男性の家事・育児参画を取り巻く状況と県の取組について

「共働き世帯」の１日の生活時間 家事関連時間は、夫と妻の間に大きな差がある
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福岡県の、夫婦と子どもの世帯の一日の生活時間では、家事等含む労働時間（2 次活動）
について、妻は 8 時間 40 分、夫は 8 時間 2 分で、妻が 38 分多く、一方、「睡眠時間」につ
いて妻は 7 時間 4 分、夫は 7 時間 36 分で夫が 32 分多い状況です。
妻と夫で最も差が大きいのは、家事関連時間で、妻が 5 時間 48 分、夫は 35 分で、妻が
5 時間 13 分多く、仕事では、妻が 2 時間 35 分、夫が 6 時間 44 分で、夫が 4 時間 9 分多く
なっています。

図表 特－２ 夫婦と子どもの世帯の１日の生活時間（週全体平均）（福岡県）

日本人の６歳未満児のいる夫婦の夫の家事・育児時間は１日あたり１時間７分となって
おり、うち育児従事時間は３９分となっています。主要国と比較すると、家事従事時間は
北欧諸国の３分の１程度であるなど、国際的に低い水準であることがわかります。

図表 特－３ ６歳未満児のいる夫婦の夫の家事・育児時間（１日当たり）

備考：総務省「社会生活基本調査」（平成２３年）などによる

備考：総務省「社会生活基本調査」（平成２３年）
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注１) ２次活動：「仕事」は「仕事」と「学業」の合計時間、「家事関連時間」は「家事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の合計時間。

注２) ３次活動：「休養等自由時間活動」は「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌」、「休養・くつろぎ」の合計時間、「積極的自由時間活動」は「学習・研究」、「趣味・娯楽」

「スポーツ」、「ボランティア活動・社会参加活動」の合計時間、「その他」は「移動（通勤・通学を除く）」、「受診・診療」、「その他」の合計時間。

「夫婦と子ども世帯」の１日の生活時間

男性の家事関連従事時間の国際比較

家事関連時間は、夫と妻の間に大きな差がある

日本の男性は国際的にも家事関連従事時間が短い

（分）
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福岡県の取組

福岡県男女共同参画センターあすばるでは、毎年、福岡県男女共同参画推進条例で定め
る「福岡県男女共同参画の日」（ 月第４土曜日）に、「あすばる男女共同参画フォーラム」
を開催しています。平成 年度は、「男女で築く新成長戦略！～働く、育てる、支え合う
～」をテーマに、料理研究家のコウケンテツさんを講師に迎えるなどして、特に男性の家
事・育児参画を中心に、男性にとっての男女共同参画を考える機会を提供する場として開
催しました。

（開 催 日） 平成 年 月 日（土）
（場 所） クローバープラザ全館
（参加者数） 延べ 人
（内 容） 第13回福岡県男女共同参画表彰表彰式（表彰制度について、44ページ参照）

基調講演 講師：コウケンテツさん（料理研究家）
「イクメン・カジダンのすすめ ～キッチンで育む人間力～」
公募企画 講演・シンポジウム・ワークショップなど９企画
その他 産直ふれあい市、各種展示

（主 催） 福岡県男女共同参画推進連絡会議（ふくおかみらいねっと）、福岡県、
公益財団法人福岡県女性財団

　男性も女性も個性を発揮し、伸び伸びと豊かに暮らせる男女共同参画社会、また活力あ
る地域をつくるためには、男性に多い長時間労働を抑制し、男性が家事・育児や地域活動
等に積極的に参画する効果等について、県民の皆さんに理解を深めていただく必要があり
ます。そのため、男性を主な対象とする事業も含め、様々な啓発とともに、随時適切に情
報を提供することが求められています。平成26年度には、以下の事業を実施し、県民の皆
さんへの普及啓発に努めました。

「あすばる男女共同参画フォーラム2014」の開催
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男性の子育て応援事業

少子化の流れを変え、男女がともに子育てをしながら社会で活躍できる環境づくりを
目指し、男性の子育てに関する情報発信、子育て男性同士の情報共有・交流等、男性の
子育てを応援する事業を実施しました。

①県内４地域でイクメン講座等の開催
・「パパスクール」
子育て中の男性や今後父親になる男性を対象とした、絵本の選び方や読み方講座、

父親のタイムマネジメント、先輩パパとの交流など、父親であることを楽しむための
子育て応援講座を開催をしました。
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〇まとめ
男女共同参画社会を実現するためには、男性の固定的性別役割分担意識や長時間労働な
ど、今までの意識や働き方を見直し、男女がお互いの個性を尊重しながら、より暮らしや
すい社会へと変えていく必要があります。そのため、女性の活躍を推進するとともに、男
性に対しても積極的に働きかけを行い、広く男女共同参画に関する啓発や取組を行ってい
く必要があります。
県では、女性がいきいきと働き活躍できる社会を推進するための様々な施策を実施して

いますが、男性にとっての男女共同参画の視点を踏まえ、これからも県民の皆さんと一緒
に男女共同参画社会づくりを推進していきたいと考えています。

全４回のカリキュラム

女性が活躍する企業の経営者や管理職等による講義、パネルディスカッション、ワークショップ等

（第１回）※公開講座

○講演「女性活躍推進とワークライフバランス」

( (株)大和証券グループ本社取締役会長鈴木茂晴氏)

○地元企業の管理職の方も交えたパネルディスカッション

基調講演では鈴木会長から、優秀な女性社員に活躍して

もらうための（株）大和証券グループにおける以下のような取組をお話しいただきました

・一人だけ女性を登用しては上手くいかないと考え、女性4人を一度に役員に登用した。

・営業職員の3分の1を女性にした。

・営業職員の退庁時間は一律19時とした。

（第２回） 講義＆ワークショップ「女性社員育成のポイント」

（第３回） 講義＆ワークショップ「育児期の女性社員のキャリア支援」

（第４回） 女性社員の本音トークとロールプレイによる実践

アクションプラン作成

「男性管理職のための女性活躍推進セミナー」の開催

　女性の活躍推進について、企業内の意識変革や実質的な変化を促すには経営者などト

ップの意向と、その意向を受けた管理層の確実な取組が必要不可欠です。しかし、経営

者や管理職の多くは男性であり、女性のライフイベントや家事育児等との両立等、働く

女性が抱える課題について理解が不足しているか、または女性活躍の必要性は感じてい

てもどう取り組むかがわからない場合もあります。

　県では、女性従業員の育成等を行う男性管理職を対象に､女性の活躍の意義､環境整備

の方策などを学んでいただく｢男性管理職のための女性活躍推進セミナー｣を､平成26年11

月から平成27年1月にかけて開催しました。　

《男性管理職のための女性活躍推進セミナーの内容》

−9−

第１部　福岡県における男女共同参画の現状



第１章 母子家庭の母親、配偶者からの暴力被害女性の状況

昨今の雇用環境の厳しさにより、特に母子家庭の母親や配偶者からの暴力被害女性などは、経済的にも、

精神的にも、より困難な状況を強いられています。このような困難な状況は、男女共同参画社会の実現を

大きく損なう重視すべき課題です。

この章では、母子家庭の母親、配偶者からの暴力被害女性の状況についてまとめています。

本章のポイント

● 母子家庭の世帯数はこの15年間で43.9％増と大幅に増加している。

● 母子家庭の母親で仕事をもっている人の就労形態は、48.3％が非正規労働となっており、母子家庭

の母親の正規労働の割合は、父子家庭の父親の約7割にとどまっている。

● 母子家庭世帯の平均税込年収は236万円。

● 配偶者等からの暴力に関する正しい認識・理解は着実に進んでいる。

● 県内の一時保護件数は、平成25年度は194件であり、ほぼ横ばいとなっている。

● 配偶者からの暴力事案の認知件数は、平成22年までは年々増加、平成23年はいったん減少したが、

平成24年、平成25年と再び増加に転じている。

母子家庭等の世帯数

平成 23年 11月 1日現在における母子家庭の世帯数は 74,728世帯で、この 15年間で 43.9％（22,798

世帯）増加しています。

父子家庭の世帯数は、平成13年をピークに減少傾向にあります。

図表 １－１ 母子家庭等の世帯数（福岡県）
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62,162
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69,145
74,728

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平8 平13 平18 平23

（世帯）

母子家庭

父子家庭

総世帯数

推計世帯数 推計世帯数 率 推計世帯数 率

2,142,626 74,728 3.49% 9,975 0.47%

母子世帯 父子世帯

平成23年11月1日現在 母子家庭等の世帯数

※母子家庭、父子家庭の世帯数は県内市町村から提出された推計世帯数（政令・中核市含む）
※総世帯数は平成23年11月1日現在の推計世帯数（政令・中核市含む）（福岡県調査統計課）
備考：福岡県「母子家庭世帯等実態調査」（平成23年度）
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母子家庭の母親・父子家庭の父親の仕事の有無

母子家庭の母親の平成23年11月1日現在での仕事の有無については、仕事を「持っている」83.7％、

「持っていない」15.5％となっており、大半の人が仕事を持っています。父子家庭の父親の「持っている」

との回答89.3％と比較すると、5.6ポイント低くなっています。

図表１－２ 母子家庭の母親、父子家庭の父親の仕事の有無（福岡県）

※政令・中核市除く 備考：福岡県「母子家庭世帯等実態調査」（平成23年度）

母子家庭の母親・父子家庭の父親の就労形態

母子家庭の母親で仕事をもっている人の就労形態は、48.3％が「非正規労働」（派遣・契約社員、パート

タイマー、臨時・日雇など）となっており、「正社員・正職員」は42.2％となっています。

他方、父子家庭の父親では63.4％が「正社員・正職員」であり、母子家庭の母親の「正社員・正職員」

の割合は父子家庭の父親の約 7割にとどまっています。

図表 １－３ 母子家庭等の就労形態（福岡県）

※政令・中核市除く 備考：福岡県「母子家庭世帯等実態調査」（平成23年度）

母子家庭世帯等の平均年間税込年収

母子家庭世帯の平均年間税込年収は約 236万円となっています。父子家庭世帯の平均年間税込み年収は

約367万円となっており、母子家庭世帯の約1.6倍となっています。

前回と比較すると、母子家庭世帯は約8万円減少していますが、父子家庭世帯は約77万円と大幅に減少

しています。

図表 １－４ 母子家庭世帯等の平均年間税込み収入（福岡県）
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備考：福岡県「母子家庭世帯等実態調査」（平成23年度）
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ＤＤＶＶににつついいてて相相談談ししななかかっったた理理由由

ＤＶについて、どこ（誰）にも相談しなかった女性に、その理由を尋ねたところ、「相談するほどのこ

とではないと思ったから」が52％、「自分にも悪いところがあると思ったから」が26.7％となっています。

また、約２割の女性は、「自分さえがまんすれば、何とかこのままやっていけると思ったから」（19.9％）

「子どものためにがまんするしかないと思ったから」（17.3％）と答えており、暴力を受けても、自分を責

め一人で耐えている女性が多くいることがわかります。

図表 １－８ ＤＶについて相談をしなかった理由（福岡県）
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備考：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（平成２１年度）

配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数

図表 １－９ 配偶者からの暴力に関する相談件数（福岡県・全国）

※配偶者暴力相談支援センター 計12ヵ所（福岡県：10ヵ所【女性相談所、県保健福祉（環境）事務所】 北九州市：1ヵ所 福岡市：1ヵ所）
備考：内閣府男女共同参画局、福岡県新社会推進部男女共同参画推進課調べ
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　本県の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数は、平成25年度では3,117件で、平成21年度
から若干減少傾向となっています。
　全国の相談件数は、平成25年度では99,961件で、前年より10,471件も増えています。
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一時保護件数 ※配偶者からの暴力を理由とするもの

福岡県内の一時保護件数は、平成25年度で194件となっています。

図表 １－１０ 一時保護件数（福岡県）

（単位：件）

※同伴児童：一時保護の際に同伴する１８歳未満の子ども（単位:人、外数） 備考：厚生労働省「婦人保護事業実施状況報告」

配偶者からの暴力事案の認知件数

本県の配偶者からの暴力事案の認知件数（県警察取扱い）は、平成25年は1,280件で、前年に比べ238

件増加し、平成24年から2年連続で増加しています。

図表 １－１１ 配偶者からの暴力事案の認知件数（福岡県・全国）

※ 認知件数とは、配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害者の相談等を受理した件数
備考：警察庁、福岡県警調べ
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第２章 職場における男女の均等な機会と待遇の確保及び女性の安定就労の状況

就労とは、生活の経済的基盤を築くものであり、職場における男女の機会均等を実現することは、男女
共同参画社会を実現していくうえで極めて重要です。
また、働く女性が増えている現在、職業生活と家庭生活を両立させるためには、企業をはじめとして社
会全体による支援が必要です。
この章では、女性の就労の実態や意識、雇用形態の状況、両立支援に係る意識、ワーク・ライフ・バラ
ンスの状況についてまとめています。

本章のポイント
● 女性も働き続けた方がよいと考える人は増加している。
● 女性の年齢階級別労働力率はいわゆるＭ字曲線を描いているが、Ｍ字の底は浅くなりつつある。
● 依然として就業していた女性の約6割が出産を機に退職している。
● 現在勤めている職場が女性にとって働きにくいと考える理由は、「仕事と家庭が両立できる制度が
十分整っていない」が最も割合が高い。
● 職場における男女の取扱いは、女性従業員の『不均等感』が「昇進・昇格」や、「仕事の内容・分
担」などで高く、雇用管理を行う事業所との間に意識のずれがみられる。
● 男女とも雇用形態が正規労働から非正規労働へと移行してきており、特に女性は５割以上が非正規
労働である。また、賃金や平均勤続年数などの男女間格差も解消されていない。
● 男女とも仕事・家事・プライベートの両立願望が高いものの、実際は仕事優先になっている。

女性が職業をもつことについての意識

一般的に女性が職業をもつことについての意識は、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職

業をもつ方がよい」（41.4％）と「ずっと職業をもっている方がよい」（38.0％）の２つに大別されます。

平成 11年からの 10年間でみると、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよ

い」が10ポイント以上減少し、「ずっと職業をもっている方がよい」が10ポイント以上上昇しており、「職業

中断・再就職型」から「就業継続型」へと移行してきています。

図表 ２－１ 女性が職業をもつことについての意識（福岡県）
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女性の年齢階級別労働力率

女性の労働力率を年齢階級別にグラフにすると、30代を底とするいわゆるＭ字曲線を描いています。この

ことは、出産・育児期にいったん仕事を辞める女性が多いことを示しています。また、平成 17 年調査時まで

は、Ｍ字の底は福岡県、全国とも30代前半（30～34歳）でしたが、平成22年の調査では、いずれも30代後

半（35～39歳）へと移行しています。

平成12年時にＭ字の底であった30代前半（30～34歳）の女性の労働力率は、平成12年と平成22年を比較

すると福岡県が10.5ポイント、全国では11.8ポイント上昇しており、Ｍ字曲線は浅くなりつつあります。

図表 ２－２ 女性の年齢階級別労働力率（福岡県・全国）

備考：総務省「国勢調査」
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第１子出産前後の就業変化

第１子の妊娠が判明した時点で就業している女性（「就業継続（育休利用）、就業継続（育休なし）及び出産

退職の計」は70.7％となっており、年々増加傾向にあるものの、依然として43.9％（就業していた女性の約6

割）は出産後に退職しており、こちらも年々増加傾向にあります。

出産後も就労を継続しているのは 26.8％、また育児休業を取得して就業継続しているのは 17.1％となって

おり、年々育児休業利用者が増加しています。

図表 ２－３ 第１子出産前後の就業変化（全国）

5.7

8.1

11.2

14.8

17.1

18.3

16.3

13.0

11.9

9.7

37.4

37.7

39.3

40.6

43.9

35.5

34.6

32.8

28.5

24.1

3.1

3.4

3.8

4.1

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１９８５

－８９年

１９９０

－９４年

１９９５

－９９年

２０００

－０４年

２００５

－０９年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし） 出産退職 妊娠前から無職 その他

備考：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」（平成22年）

女性にとって働きにくい理由

現在勤めている職場が女性にとって働きにくい（又はどちらかといえば働きにくい）と考えている人にその
理由を尋ねたところ、「仕事と家庭が両立できる制度が十分整っていない」（31.5％）が最も高く、以下「募集・
採用の機会が少ない」（21.5％）、「仕事と家庭が両立できる制度があっても、それを利用できる職場の雰囲気
でない」（21.3％）、「賃金に男女格差がある」（20.9％）、「補助的な業務や雑用が多い」（20.6％）などが続い
ています。
平成 16年度と比べると、「補助的な業務や雑用が多い」が、平成 16年度 36.3％から平成 21年度 20.6％へ
と15.7ポイント減少する一方で、「昇進・昇格に男女格差がある」は 5.5ポイント、「管理職に登用されない」
は5.1ポイント上昇するなど大きな変化として表れています。また「仕事と家庭が両立できる制度が十分整っ
ていない」も、4.6ポイント増加しています。

図表 ２－４ 女性にとって働きにくい理由（福岡県）
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備考：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」
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事業所と従業員の男女の取扱いに対する意識

職場における男女の取扱いについて、女性従業員の『不均等感』（「均等でない」、「どちらかといえば均等で
ない」の計）は「昇進・昇格」で 38.6％、「仕事の内容・分担」で、27.9％となっています。一方、雇用管理
をする事業所はそれぞれ13.2％、13.7％と低く、女性従業員との意識のずれがみられます。
女性の年齢別でみると、「昇進・昇格」では、『均等感』（「均等である」、「どちらかといえば均等である」の
計）は50歳代を除くすべての年代で『均等感』が『不均等感』を上回っています。「仕事の内容・分担」にお
いては、すべての年代で『均等感』が『不均等感』を上回っています。

図表 ２－５ 事業所と従業員の男女の取扱いに対する意識（福岡県）
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雇用者の雇用形態

女性雇用者に占める正規職員・従業員の割合は、平成9年で 54.1％であったが、平成24年では41.6％と12.5

ポイント減少しています。男性も平成9年の81.7％から平成24年には70.1％へ11.6ポイント減少しており、

全体的な雇用情勢の悪化が考えられます。

パート・アルバイト・派遣社員・契約社員・嘱託などの非正規労働については、男性の21.1％に対し、女性

は53.1％と、雇用者に占めるその割合が依然として高い結果となっています。

図表 ２－６ 雇用者の雇用形態（福岡県）
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備考：総務省「就業構造基本調査」

雇用者の平均年齢と平均勤続年数

福岡県の女性雇用者の平均年齢は40.5歳、男性雇用者は、43.3歳となっています。

平均勤続年数の男女差は平成 25年で 4.5年と男女差はありますが、昨年の 5.1年と比較して 0.6年縮まっ

ています。

図表 ２－７ 雇用者の平均年齢と平均勤続年数（福岡県）
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注）パートタイマー労働者を含まない。 備考：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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男女年齢階級別賃金と男女間賃金格差

福岡県における所定内給与額（平成25年）は、女性222,400円、男性311,700円で、男性の給与水準を100
とした場合の女性の給与は71.4です。
年齢階級別でみると、女性の所定内給与額は、30代以降はほぼ横ばいとなっているのに比べ、男性の所定内給
与額は、50代後半まで年齢が上がるにつれ増加しています。
男女間格差は、上記の数値によれば、最も格差が少ない19歳以下では98.2ですが、30代前半から年齢が上
がるにつれ拡大し、50代前半では60.9となります。70歳以上は、男女の格差が逆転し、128.4となります。

図表 ２－８ 男女年齢階級別の所定内給与額（福岡県）

備考：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成25年）

平成25年（福岡県）
所定内給与額
（女性） 千円

所定内給与額
（男性） 千円

男女間格差
（男=100）

19以下（歳） 159.1 162.0 98.2
20-24 184.5 190.7 96.7
25-29 207.0 226.1 91.6
30-34 217.6 267.4 81.4
35-39 227.6 301.9 75.4
40-44 246.2 348.2 70.7
45-49 236.7 380.5 62.2
50-54 243.3 399.3 60.9
55-59 242.5 371.3 65.3
60-64 202.2 254.3 79.5
65-69 205.2 241.9 84.8
70～ 303.7 236.6 128.4

全体 222.4 311.7 71.4

※所定内給与：きまって支給する給与（毎月、就業規則、労働協約などであらかじめ定められた算定方法によっ
て算定される給与）の内、超過労働給与を除いたもの

毎月決まって支給する給与額

福岡県における毎月決まって支給する給与額は、平成25年で女性235,600円、男性343,200円です。男
性の給与水準を100とした場合の女性の給与は68.6で、平成24年の69.7より、1.1ポイント減少してい
ます。
なお、全国平均と比較すると、男女の給与額、男女間格差ともに、全国より下回っています。

図表 ２－９ 毎月決まって支給する給与額（福岡県・全国） （単位：円）
平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25

きまって支給する給与額 222,700 224,200 232,200 228,000 226,900 232,700 226,500 233,800 235,600

所定内給与額 209,900 211,500 219,500 215,000 213,500 218,800 215,100 220,900 222,400

年間賞与他特別給与額 497,900 507,800 504,000 516,500 491,400 517,800 476,000 454,800 505,000

きまって支給する給与額 342,900 347,500 341,600 341,400 329,400 337,600 336,600 335,300 343,200

所定内給与額 312,400 315,000 307,500 310,400 303,000 310,300 307,300 303,200 311,700

年間賞与他特別給与額 938,100 987,300 865,000 966,100 922,000 849,600 832,700 856,300 892,700

きまって支給する給与額 64.9 64.5 68.0 66.8 68.9 68.9 67.3 69.7 68.6

所定内給与額 67.2 67.1 71.4 69.3 70.5 70.5 70.0 72.9 71.4

年間賞与他特別給与額 53.1 51.4 58.3 53.5 53.3 60.9 57.2 53.1 56.6

きまって支給する給与額 239,000 238,600 241,700 243,100 243,200 243,600 248,800 249,700 249,400

所定内給与額 222,500 222,600 225,200 226,100 228,000 227,600 231,900 233,100 232,600

年間賞与他特別給与額 566,400 569,300 568,400 582,700 570,600 536,200 573,400 550,800 546,500

きまって支給する給与額 372,100 372,700 372,400 369,300 354,600 360,000 360,200 362,300 359,800

所定内給与額 337,800 337,700 336,700 333,700 326,800 328,300 328,300 329,000 326,000

年間賞与他特別給与額 1,057,800 1,082,200 1,078,400 1,072,300 1,043,000 910,200 945,200 949,200 923,400

きまって支給する給与額 64.2 64.0 64.9 65.8 68.6 67.7 69.1 68.9 69.3

所定内給与額 65.9 65.9 66.9 67.8 69.8 69.3 70.6 70.9 71.3

年間賞与他特別給与額 53.5 52.6 52.7 54.3 54.7 58.9 60.7 58.0 59.2
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共働き等世帯数

夫婦ともに雇用者となっている共働き世帯は、増加傾向にあり、男性雇用者と無業の妻からなる片働き

世帯は減少しています。

図表 ２－１０ 共働き等世帯数（全国）
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男性雇用者と無業の妻からなる世帯 雇用者の共働き世帯

※平成23年の実数は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果 備考：総務省「労働力調査」

生活の中での時間の使い方（希望・現実）

生活の中で、仕事・家事（育児）・プライベートな時間（趣味など）の優先度を尋ねた結果、女性の希

望では「仕事・家事・プライベートを両立」（59.5％）が最も高く、次いで「仕事とプライベート優先」（12.9％）、

「プライベートな時間優先」（7.9％）と続いています。しかし現実には、「仕事優先」（40.8％）に次いで、

「仕事と家事優先」（26.8％）、「仕事とプライベート優先」（14.8％）が高く、「仕事・家事・プライベート

を両立」は12.7％と、希望とのギャップが大きくなっています。

男性の希望では「仕事・家事・プライベートを両立」（44.7％）が最も高く、これに「仕事とプライベ

ート優先」（24.6％）、「プライベートな時間優先」（11.1％）が続いています。しかし現実には、「仕事優先」

（50.9％）に次いで、「仕事とプライベート優先」（18.7％）が高く、「仕事・家事・プライベートを両立」

は14.8％と、こちらも希望とのギャップが大きくなっています。

図表 ２－１１ 生活の中での時間の使い方・希望と現実（福岡県）

備考：福岡県「雇用均等・仕事と家庭の両立実態調査」（平成25年度）
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事業所が仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に取り組む理由

「ワーク・ライフ・バランス」推進に取り組む必要があると考える事業所に、その理由を尋ねたところ、

「従業員の満足度、仕事への意欲が高まることなどにより、生産性が向上する」という回答が7割以上に

上りました。また、「多様で有能な人材の確保や定着が可能となる」という回答が前回調査より7.4ポイン

ト増加しています。

図表 ２－１２ 事業所が仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に取り組む理由（福岡県）

70.3

42.7

29.7
24.9

19.1

1.1

70.6

35.3
28.5 25.4 24.9

1.4

平成25年度 平成22年度

備考：福岡県「雇用均等・仕事と家庭の両立実態調査」（平成25年度）

事業所における仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に必要な取り組み

事業所における仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に必要な取り組みを事業所に尋ねたと

ころ、「仕事の進め方や内容の見直し」の 62.7％が最も高く、次いで「職場風土の改革」41.4％が続きま

す。これに「複数の仕事をこなせる人材の育成」が 40.3％、「仕事や人の合理的な配分が可能な柔軟な組

織づくり」が37.7％、「労働時間の見直し」が34.1％と、事業所における組織としての対応が必要とされ

ています。

図表 ２－１３ 事業所における仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に必要な取り組み（福岡県）

62.7

41.4 40.3 37.7
34.1

29.7 28.0 25.6 24.1
20.2 18.7 16.3 14.8

5.4
0.7

0

20

40

60

80

I
T

（％）

備考：福岡県「雇用均等・仕事と家庭の両立実態調査」（平成25年度）
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「子育て応援宣言企業」登録制度 

福岡県では、子育てをしながら男女がともにその能力を活かして働き続ける 

ことができる社会の実現を目指し、企業・事業所のトップ自らが、従業員の仕 

事と子育ての両立を支援するための具体的な取組を宣言し、県が登録する 

「子育て応援宣言企業登録制度」を平成１５年９月から実施しています。 

企業の皆様の積極的な取組により、登録数は着実に拡大し、取組内容の充実も図られています。 

○ 取組の成果 

 

 

 

 

 

 

○宣言企業５０００社大会の開催 
5,000 社達成を契機に、宣言企業の取組成果を 

積極的にＰＲし、県全体で子育てを応援する気運 

を高めるとともに、宣言企業の更なる拡大と取組 

内容の質の向上を図ることを目的に開催しました。 

 大会では、優良企業・事業所４社の知事表彰を 

行ったほか、地元企業、有識者によるリレートー 

ク、厚生労働事務次官 村木厚子さんによる基調

講演が行われました。 

・平成２７年１月２４日（土） 

西鉄グランドホテル（福岡市中央区大名） 

参加者約５００名 

○ 子育て応援宣言企業合同会社説明会の開催 

就職を希望する子育て女性や学生などを対象に、優良宣言企業を集めた合同会社説明会を開催 

しました。 

また、地元大学と一緒に合同会社説明会を開催し、両立支援に対する啓発を行うとともに、中

小企業が多い宣言企業の人材確保を支援しました。 

 （子育て応援宣言企業合同会社説明会） 

・平成２６年１０月１５日（水）エルガーラホール（福岡市中央区天神） 

・参加企業：２９社 参加者：約３５０名 

（大学との共催による子育て応援宣言企業合同会社説明会） 

   ・北九州市立大学   平成２６年１０月３日（金） 

・筑紫女学園大学   平成２６年１０月８日（水） 

 ・福岡工業大学    平成２６年１１月１２日（水）、１３日（木） 
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第３章 社会・経済活動の指導的地位への女性の進出の状況

活力ある社会を築いていくためには、女性が社会・経済活動において能力を発揮していくことが不可欠

であり、特に行政・政治分野や企業管理・研究分野、地域における指導的地位への女性の進出が必要です。

この章では、女性の社会進出の状況についてまとめています。

本章のポイント

● 県や市町村の審議会等における女性の登用は、着実に進んでいるが、市町村の間で登用率に大きな

格差がある。

● 福岡県職員の女性管理職への登用は年々進み、県総合計画に定める目標値を達成したが、全国平均

よりは低い水準にある。

● 市町村議会における女性議員の割合は全国平均より高い水準にあるが、福岡県議会における女性議

員の割合は、全国平均より低い水準にある。

● 平成25年10月時点での県内事業所における課長相当職以上の管理職のうち女性は13.9％であり、

以前より増加しているが、女性管理職が10％未満の事業所も依然として約半数を占めている。

● 大学・短期大学等の教員に占める女性の割合は、概ね年々拡大傾向にある。自治会長やPTA会長に

占める女性の割合は拡大傾向にある。

● 農協・漁協等における女性役員の割合は、ほぼ横ばいである。

● 大学進学率は依然として男子が女子を上回っているが、その差は縮小傾向にある。

審議会等における女性委員比率

福岡県の審議会等における女性委員の割合は、平成 26年 4月 1日現在で 41.4%と、平成 22年から 5年

連続で40%以上を維持しています。

県内市町村の審議会等における女性委員の割合は、平成14年以降12年連続で上昇しており、市町村に

おいても女性委員の登用は着実に進んでいます。

図表 ３－１ 審議会等における女性委員比率（福岡県・全国）
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(％) 福岡県 国 県内市町村

審議会等数 うち女性委員を含む数 委員総数 うち女性委員の数 女性比率（％）

93 93 1,319 546 41.4
1,693 1,421 20,823 6,064 29.1
市（政令市含む） 981 882 13,513 4,300 31.8
町村 712 539 7,310 1,764 24.1

平成26年
福岡県
県内市町村

（注）福岡県・・・登用目標設定の対象である審議会等

国・・・国家行政組織法第８条並びに内閣府設置法第37条及び第54条に基づく審議会等

県内市町村・・・地方自治法第202条の３に基づく審議会等

備考：平成２６年度内閣府男女共同参画局、福岡県男女共同参画推進課調べ
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市町村の審議会等における女性委員の登用状況

市町村の審議会等における女性委員の登用状況をみると、最も比率が高いのは43.7％の久留米市であり、

北九州市43.1％、筑前町40.8％と続いています。

比率が高い市町村と低い市町村では最大で30ポイント以上の開きがあります。

図表 ３－２ 市町村の審議会等における女性委員の登用状況

審議会
等数

うち女性
委員を
含む数

総委
員数

うち
女性

委員数

女性
比率
（％）

審議会
等数

うち女性
委員を
含む数

総委
員数

うち
女性

委員数

女性
比率
（％）

1 久留米市 83 83 1,191 521 43.7 31 太宰府市 33 29 308 81 26.3

2 北九州市 55 55 1,200 517 43.1 32 飯塚市 53 44 774 202 26.1

3 筑前町 29 28 306 125 40.8 33 東峰村 25 20 257 67 26.1

4 福津市 47 46 519 205 39.5 34 水巻町 34 29 436 112 25.7

5 小郡市 25 23 287 106 36.9 35 遠賀町 26 24 232 59 25.4

6 宗像市 41 40 594 210 35.4 36 柳川市 29 25 372 94 25.3

7 古賀市 23 21 236 83 35.2 37 川崎町 13 11 114 27 23.7

8 中間市 32 28 471 165 35.0 38 吉富町 24 18 251 59 23.5

9 大牟田市 47 41 500 173 34.6 39 行橋市 25 22 198 46 23.2

10 志免町 21 19 225 77 34.2 40 みやま市 27 18 306 71 23.2

11 大野城市 24 21 220 73 33.2 41 苅田町 32 26 375 86 22.9

12 岡垣町 22 21 213 69 32.4 42 うきは市 37 31 476 107 22.5

13 筑紫野市 32 30 371 120 32.3 43 篠栗町 13 9 116 26 22.4

14 久山町 8 4 54 17 31.5 44 芦屋町 30 21 293 64 21.8

15 那珂川町 34 33 366 115 31.4 45 新宮町 16 12 174 38 21.8

16 大刀洗町 15 11 131 41 31.3 46 鞍手町 47 30 535 115 21.5

17 小竹町 24 23 264 82 31.1 47 みやこ町 21 17 268 56 20.9

18 糸島市 26 25 436 133 30.5 48 大木町 18 14 207 43 20.8

19 福岡市 75 73 1,814 553 30.5 49 田川市 34 31 366 75 20.5

20 直方市 23 23 276 84 30.4 50 宮若市 24 20 230 47 20.4

21 大川市 16 13 201 61 30.3 51 須恵町 11 7 103 21 20.4

22 嘉麻市 32 30 362 108 29.8 52 築上町 37 19 367 70 19.1

23 筑後市 30 24 395 117 29.6 53 宇美町 17 9 168 31 18.5

24 粕屋町 18 13 186 53 28.5 54 豊前市 24 14 354 64 18.1

25 春日市 25 22 273 76 27.8 55 添田町 29 19 236 41 17.4

26 桂川町 16 15 166 46 27.7 56 香春町 25 13 258 43 16.7

27 赤村 21 15 148 40 27.0 57 広川町 15 12 135 21 15.6

28 八女市 34 28 480 128 26.7 58 上毛町 11 7 101 13 12.9

29 糸田町 23 19 222 59 26.6 59 大任町 16 8 183 23 12.6

30 朝倉市 25 22 303 80 26.4 60 福智町 21 13 220 25 11.4

市町村名市町村名

※ 平成26年 4月1日現在（ただし、北九州市は平成26年 7月1日、福岡市は平成26年6月1日現在）

の数値

※ 地方自治法第202条の3に基づく審議会等（法律や条例に基づいて設置され、調停、審査、審議また

は調査等を行う機関）を対象としている。なお、広域圏で設置している審議会等は含んでいない。

備考：福岡県男女共同参画推進課調べ
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女性公務員の管理職登用の状況

福岡県職員における女性の管理職への登用状況は、平成26年 4月1日時点（教育委員会、警察本部を含

む。）で6.6％となり、県総合計画における数値目標「本県の課長相当級以上に占める女性の割合を平成28

年度までに 6.0％以上とする」を 2年前倒しで達成しました。しかし、全国平均 7.2％と比較するとまだ

0.6ポイント下回っています。

県内の市町村における女性の管理職への登用状況は平成 26年 4月 1日時点で 10.7％となり、昨年より

1.1ポイント上昇していますが、全国市区町村平均と比較すると2.4ポイント下回っています。

図表 ３－３ 女性公務員の管理職（本庁課長相当職以上）登用状況（福岡県・全国）
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備考：内閣府男女共同参画局、福岡県男女共同参画推進課調べ

地方議会における女性議員比率

県内の市町村議会における女性議員の平均比率は、平成25年12月現在12.3％であり、全国の市区町村

議会の女性議員の平均比率11.8％を、0.5ポイント上回っています。

一方、福岡県議会における女性議員の比率は、平成 25年 12月現在 4.8％であり、全国の都道府県議会

の女性議員の平均比率8.8％を、4.0ポイント下回っています。

図表 ３－４ 地方議会における女性議員比率（福岡県・全国）
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福岡県議会 県内市町村議会

備考：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」
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事業所における管理職に占める女性の割合

平成 25年 10月時点での県内事業所における管理職に占める女性の割合は、係長相当職で 21.7％、課長

相当職で14.8％、部長相当職で8.8％、役員で18.5％であり、係長相当職以上では17.2％、課長相当職以

上では13.9％となっています。

部長職以外では平成22年10月時点よりも増加しており、管理職全体での女性の割合は増加しています。

図表 ３－５ 事業所における管理職に占める女性の割合（福岡県）
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備考：福岡県「雇用均等・仕事と家庭の両立実態調査」

事業所における女性管理職（係長以上）の登用状況

女性管理職が、「50％以上」の事業所は、平成25年10月時点で16.8％と平成22年10月時点に比べ2.0

ポイント増加しています。しかし、係長以上の役職で女性がいない事業所は、平成25年で38.9％であり、

女性管理職が10％未満の事業所が依然として半数を占めています。

図表 ３－６ 事業所における女性管理職の登用状況（福岡県）

備考：福岡県「雇用均等・仕事と家庭の両立実態調査」
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大学・短期大学等の教員に占める女性の割合

全国の大学・大学院での、学長に占める女性の割合は、9.1％で前年に比べ0.7ポイント増加、短期大学

においても19.1％で前年に比べ2.9ポイント増加しています。高等専門学校では依然として女性校長が存

在しません。

教授に占める女性割合は、大学・大学院14.4％、短期大学37.9％、高等専門学校3.7％、准教授につい

ては、大学・大学院 22.6％、短期大学 54.5％、高等専門学校 10.5％となっており、概ね年々増加傾向に

あります。

図表 ３－７ 大学・短期大学等教員に占める女性の割合（全国）

備考：文部科学省「学校基本調査」
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地域における役職等への女性の参画状況

平成26年4月1日現在の自治会長における女性の割合は8.1％と前年に比べ1.0ポイント増加していま

す。また、民生・児童委員における女性の割合は近年横ばいですが、中学校ＰＴＡ会長における女性の割

合は11.7％と、前年に比べ5.4ポイント増加しています。

一方、小学校ＰＴＡ会長における女性の割合は6.7％であり、2年連続で減少しています。

図表 ３－８ 地域における役職等への女性の参画状況（福岡県）
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※ 民生・児童委員、小学校PTA会長、中学校PTA会長については、政令指定都市を含まない。 備考：福岡県男女共同参画推進課調べ
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農業委員・農協・漁協における女性の参画状況

農業委員における女性の割合は、平成 25年 10月現在で 6.0％となっており、平成 24年 10月から 0.5

ポイント増加しています。

農協及び漁協における個人正組合員に占める女性の割合は、平成 25年度末いずれも前年より増加して

おり、特に農協については近年増加傾向にあります。なお、農協役員については 7.6％となっており、平

成24年度末から0.3ポイント増加しています。漁協役員については平成 22年に女性が1名就任して以来、

0.3％となっています。

図表 ３－９ 農協・漁協等における女性の参画状況（福岡県）
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備考：農業委員：平成21年以降は10月 1日現在、平成16年は事業年度末（3月末現在）、平成18年から
平成20年は9月1日現在(福岡県農業会議調べ)
農
漁
協：
協：
各事業年度末（3月末現在）（県農林水産部団体指導課調べ）
各事業年度末（3月末現在）（県農林水産部漁業管理課調べ）

高等学校卒業者の進路

図表 ３－１０ 高等学校卒業者の進路（福岡県）

備考：文部科学省「学校基本調査」
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　平成26年の県内の高等学校卒業者の進路は、女子、男子とも大学（学部）への進学者が増加傾向にあり、
最も割合が高くなっています。
　大学進学率は依然として男子の方が女子を上回っていますが、平成17年には9.1ポイントあった格差が、
平成26年には4.5ポイントと、この10年間で4.6ポイント縮小しています。
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2014年9月14日、女性がさらにいきいきと活躍する社会づくりを目指し、「女性が輝く“未来”へ 男女３００ 
   人のトークセッションin福岡」を開催しました。このトークセッションは、9月12日、13日に東京で開催された「女性が 
   輝く社会に向けた国際シンポジウム（WAW！Tokyo2014）」の地方展開事業として開催したものです。 

オープニング 「WAW！Tokyo2014」ゲストスピーカーからのビデオメッセージ 
福岡女子大学や九州大学の学生が「WAW！Tokyo2014」に参加し、合わせて取材した世界的な女性リーダーから  
の福岡に向けたビデオメッセージを放映。 

基調講演 シーマ・サマルさん（アフガニスタン独立人権委員会委員長） 
国際的な人権活動家のシーマ・サマルさんに、女性の活躍が社会をどう変えるのかなどを語っていただきました。 

福岡で輝く女性たちのリレートーク「転機はチャンス～私のターニングポイント～」 
福岡で活躍する４人の女性リーダーに、体験談と参加者に向けたメッセージとエールをいただきました。

すべての世代が共に語るワールドカフェ 
来場者全員が参加し、「女性が輝く“未来”に向けて、自分が何をすべきか」をテーマに、年齢や性別、活躍の場を越えて活発な議論が行われました。 

福岡県の農業就業人口のうち約半数は女性であり、女性は農業生産の重要な担い手となっています。 
    県では、女性農業者の経営参画を推進するため、商品開発支援や異業種との交流などを実施しています。 

2014 年 11 月 12 日、女性農業者の活躍を広く知ってもらい、農業で活躍する女性を一人でも多く増やす 
ため、「女性農業者の大活躍大会 2014」を開催しました。 

講演会 
女性の視点や発想を活かした農業経営を実践している女性農業者による講演を実施しました。 

活動紹介 
福岡女子大学の学生が、農産物直売所の野菜等を学生や地域住民に販売する活動を紹介しました。
福岡女子大学と「あんずの里市」との協働 

パネルディスカッション 
    「女性の力を活かすには」をテーマに、講演会講師 2 名と女性農業委員、 

ＪＡ青年協役員によるパネルディスカッションを実施しました。 

女性の活躍推進に向けたイベント 

「女性が輝く“未来”へ
　男女３００人のトークセッションin福岡」

アフガニスタン独立人権委員会委員長 
シーマ・サマルさん

ワールドカフェの様子 

○今回のトークセッションでは、「女性の社会進出が目立ってきている中で、このように具体的にセッションす

る場に参加できてとても有意義な時間が過ごせた。」「またこういう会を開催してほしい！」などの感想が寄

せられました。 

女性農業者の大活躍大会２０１４ 

畠中 五恵子さん（有）畠中育雛場 代表取締役
「女性の力の見せ所 可能性は無限大」

高橋 菜穂子さん 山形ガールズ農場代表取締役社長
「私たちが目指すもの 山形ガールズの挑戦」

〇大会参加者からは、「意欲のある女性農業者の話が聞けて良かっ
た」「大勢の参加者にʻ力ʼを感じます」「自分の夢に向かって頑張りた
い！」と前向きな感想をたくさんいただきました。 畠中さんの講演 

開催日：2014年 11月 12日（水）

場 所：クローバープラザ

場 所：ホテルニューオータニ博多

開催日：2014年 9月 14日（日）
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第４章 女性が活躍できる社会を実現するための意識改革と実践活動の状況

男女共同参画社会の実現には、男女が社会のあらゆる分野で性別にかかわらず個性と能力を十分に発揮

できる社会づくりが重要であるという理解を促進し、意識を育てるとともに、啓発活動や学習によって培

われた知識や理解を、実践活動に活かしていくことが必要です。

この章では、男女共同参画に関する市町村の取組み状況と住民意識についてまとめています。

本章のポイント

● 県内市町村の条例制定率、計画策定率は、着実に上昇しており、全国より高い水準にある。

● 男女共同参画・女性のための総合的な施設は、県内17市町に設置されている。

● 女性が能力を発揮し活躍する社会づくりに向けて、県民ニーズの第１位は、「女性が働き続けるこ

とができる職場づくり」であり、女性では６割を超える。

● 役職・公職への就任意識については、男性に比べて女性の方が引き受ける意向が低くなっている。

● 地域活動において、女性は、男性に比べて、補助的な役割を任されることが多いと感じている。

● 地域活動における意思決定の場に女性の参画が少ない理由としては、男性中心の組織運営であるこ

と、女性が責任のある役を引き受けたがらないことなどが挙がっている。

● 地域活動に女性リーダーを増やすために必要なこととしては、「活動時間帯の工夫」、「育児や介護

の支援施策の充実」、「家事・育児の分担」、「男性中心の考え方の改善」などが挙がっている。

県内市町村の男女共同参画に関する条例・計画

福岡県内の市町村における男女共同参画に関する条例は、平成 26年 4月 1日現在では 60市町村中 43

の市町村で制定されています。制定率は 71.7％であり、全国平均より 38.9ポイント上回っており、全国

でも6番目の制定率となっています。

男女共同参画に関する計画は、平成26年 4月1日現在で60市町村中54の市町村で策定されています。

策定率は90.0％であり、全国平均を18.1ポイント上回っています。

図表 ４－１ 市町村の男女共同参画に関する条例制定率・計画策定率（福岡県・全国）

備考：内閣府男女共同参画局、福岡県男女共同参画推進課調べ
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図表４－２ 市町村の男女共同参画に関する条例制定・計画策定・総合的な施設の整備状況

平成26年4月1日現在

男女共同参画に関する条例：43市町村で制定（24市17町 2村）

男女共同参画に関する計画：54市町村で策定（28市24町 2村）

男女共同参画・女性のための総合的な施設：17市町で整備（15市 2町）

条例制定・計画策定済み市町村 計画策定済み市町村

備考：福岡県男女共同参画推進課調べ

北九州市立男女共同参画センター

「ムーブ」

福岡市男女共同参画推進センター

「アミカス」

大牟田市女性センター
久留米市

男女平等推進センター

直方市男女共同参画センター

宗像市男女共同参画推進センター

「ゆい」

行橋市男女共同参画センター

「る～ぷる」

糸島市男女共同参画センター

「ラポール」・「かがやき」

豊前市

ハートピアぶぜん

田川市男女共同参画センター

「ゆめっせ」

飯塚市男女共同参画推進センター

「サンクス」

うきは市男女共同参画センター

「だんだん」

筑紫野市女性センター

大野城まどかぴあ

男女平等推進センター

「アスカーラ」

那珂川町男女共同参画推進センター

「あいなか」

筑前町男女共同参画センター

｢リブラ｣

春日市男女共同参画・消費生活センター

「じょなさん」
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県民意識調査

平成26年度に実施された県民意識調査によれば、女性が能力を発揮し活躍する社会づくりに向けて行政

に力を入れて欲しいことの第１位は、「女性が働き続けることができる職場づくり」（60.7％）、次いで、「子

育て支援の充実」（51.7％）、「男女均等な機会と待遇の確保とさまざまな分野で活躍できる機会の増加」

（42.5%）の順となっています。

特に女性でみると、１位の「女性が働き続けることができる職場づくり」が６割を超え（65.9%）、２位

の「子育て支援の充実」（50.0%）と比べて15.9ポイント、３位の「男女均等な機会と待遇の確保とさまざ

まな分野で活躍できる機会の増加」（40.5%）と比べて25.4ポイント高く、突出しています。

一方男性は、１位が「子育て支援の充実」（54.6%）、2位が「女性が働き続けることができる職場づくり」

（53.2%）となっていますが、その差は女性ほど開いていません。

男女間で差が開いているもので女性の方が高いものは、「女性が働き続けることができる職場づくり」

が12.7ポイント、「ワーク・ライフ・バランスの推進」が4.7ポイントの差となっており、女性が能力を

発揮し活躍する社会づくりについて男女間で意識の差があることが伺えます。

図表 ４－３ 女性が能力を発揮し活躍する社会づくりに向けて行政に力を入れてほしいこと（３つ）（福岡県）

備考：福岡県「県民意識調査」（平成26年度）
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役職・公職への就任意識

役職・公職への就任や立候補を依頼された場合の対応について、「引き受ける」（「積極的に引き受ける」、
「なるべく引き受ける」）意向が最も高いのは、職場の管理職で、以下、県や市町村の審議会や委員会のメ
ンバー、PTA 会長・子ども会長、自治会長・町内会長、市町村長や地方自治体議員となっており、いずれ
も、女性に比べて男性の方が引き受ける意向が高くなっています。

図表 ４－４ 役職・公職への就任意識（福岡県）
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備考：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（平成21年度）
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地域活動（自治会等）の現状

地域活動（自治会等）の現状について尋ねたところ、女性では「会議や行事などで女性は飲食の世話や
後片付け、掃除等、裏方の仕事を任されることが多い」が26.7％で最も多くなっています。
一方、「特に男女差はない」は、男性では最も多い26.0％であるのに対し、女性では19.4％と男性より
も6.6ポイント低くなっており、男女間の意識の違いが見られます。

図表 ４－５ 地域活動（自治会等）の現状（福岡県）

備考：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（平成21年度）

地域活動（自治会等）における意思決定の場への女性の参画が少ない理由

地域活動（自治会等）における会長などの役職者には、現状ではまだ女性が少ない状況です。この理由
について尋ねたところ、「男性中心に組織が運営されている（役職や仕事の分担、活動時間帯など）から」
（42.0％）が最も多く、次いで「女性の側が責任のある役を引き受けたがらないから」（34.4％）、「地域の
様々な意見を調整し、組織をまとめていくことは、女性より男性の方が向いているから」（21.6％）、「家族
の支援・協力が得られないから」（18.4％）の順となりました。

図表 ４－６ 地域活動（自治会等）における意思決定の場への女性の参画が少ない理由（福岡県）
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備考：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（平成21年度）

地域活動に女性リーダーを増やすために必要なこと

地域活動（自治会等）に女性リーダーを増やすためには、どのようなことが必要と考えるか尋ねたとこ
ろ、「さまざまな立場の人が参加しやすいよう、活動時間帯を工夫する」（22.4％）という意見が最も多く、
次いで「育児や介護を支援するための施策を充実させる」（15.3％）、「家族が家事・育児の分担に協力する」
（15.2％）、「男性中心の社会通念や慣習を改めるための啓発活動を実施する」（13.5％）となっています。

図表 ４－７ 地域活動に女性リーダーを増やすために必要なこと（福岡県）
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19.4

4.2 4.4 2.2 0.9
3.9 3.3 2.6 1.1

26.7 26.0
22.6

0

5

10

15

20

25

30

会
議
や
行
事
な

ど
で
女
性
は
飲

食
の
世
話
や
後

片
付
け

掃
除

等

裏
方
の
仕

事
を
任
さ
れ
る

こ
と
が
多
い

男
性
中
心
に
組
織

が
運
営
さ
れ
て
い

る

役
職
や
仕
事

分
担

活
動
時
間

帯
な
ど

か
ら

地
域
の
様
々
な
意

見
を
調
整
し

組

織
を
ま
と
め
て
い

く
こ
と
は

女
性

よ
り
男
性
の
方
が

向
い
て
い
る
か
ら

家
族
の
支
援
・
協

力
が
得
ら
れ
な
い

か
ら

男
性
が
女
性
の
能

力
を
正
当
に
評
価

し
て
い
な
い
か
ら

そ
の
他

女
性
の
側
が
責
任

の
あ
る
役
を
引
き

受
け
た
が
ら
な
い

か
ら

さ
ま
ざ
ま
な
立

場
の
人
が
参
加

し
や
す
い
よ
う

活
動
時
間
帯
を

工
夫
す
る

育
児
や
介
護
を

支
援
す
る
た
め

の
施
策
を
充
実

さ
せ
る

家
族
が
家
事
・

育
児
の
分
担
に

協
力
す
る

男
性
中
心
の
社

会
通
念
や
慣
習

を
改
め
る
た
め

の
啓
発
活
動
を

実
施
す
る

女
性
の
リ

ダ

を
養
成
す

る
た
め
の
講
座

や
セ
ミ
ナ

を

開
催
す
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

不

明

特
に
男
女
差
は

な
い

会
議
や
行
事
な

ど
で
女
性
が
意

見
を
出
し
に
く

い

ま
た

意

見
を
無
視
さ
れ

や
す
い

役
員
選
挙
に
女

性
が
立
候
補
し

に
く
い

ま
た

選
ば
れ
に
く
い

地
域
の
行
事
で

女
性
が
参
加
で

き
な
か

た
り

男
性
と
差
が
あ

た
り
す
る

そ
の
他

(%)

女性 男性

−37−

第１部　福岡県における男女共同参画の現状



『女性の大活躍推進福岡県会議』 の取組みについて

福岡県の人口の推計

平成22年の福岡県の人口は5,071,968人（男性：2,393,965人、女性2,678,003人）となっており、平成

17年の調査結果より、22,842人増加しています。

しかし、生産年齢人口（15～64歳）の占める割合は平成17年の65.9％（3,326,610人）から平成22年に

は63.6％（3,227,932人）と、2.3ポイント減少しています。

また、65歳以上の占める割合（高齢化率）は、平成17年の19.8％（997,978人）から平成22年には22.1％

（1,123,376人）と2.3ポイント増加している一方、15歳未満の割合は平成17年の13.9％（701,195人）か

ら平成22年の13.5％（684,124人）と0.4ポイント減少しており、少子高齢化が進んでいます。

こうした傾向は更に進み、平成52年には、生産年齢人口の占める割合は54.1％まで減少し、高齢化率は

3分の 1を超える35.3％に達すると推計されています。

このような人口動態の変化が、経済力の低下や社会保障制度の担い手の不足をもたらすことが懸念されて

います。こうした社会情勢の変化に対応し、活力ある社会を築くためには、男女共同参画社会を実現し、あ

らゆる分野で女性が個性と能力を十分に発揮していく必要があります。

図表 ４－８ 福岡県の人口推計と高齢化率（福岡県）
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備考：平成22年までは総務省「国勢調査」、平成27年以降は国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」より作成

平成２５年５月、県内の経済界主導で発足した「女性の大活躍推進福岡県会議」では、女性の活躍による経済の活性化を目指し、企

業や団体が女性管理職比率等の目標を設定し実現するための自主宣言登録制度の普及に取り組んでいます。また、女性の能力・意

欲・意思を高める活動や、女性が活躍し易い育児支援等の社会的環境を整備する活動を行っています。

昨年５月の１周年記念式典では、「子育て環境整備に向けた提言」をまとめ、出席した森まさこ女性活力・子育て支援担当大臣

（当時）に提出しました。

自主宣言登録制度に関連して、県、同会議、福岡県男女共同参画センターあすばるが共同して、

企業における女性の活躍を進めるためのパンフレットを平成26年秋に作成しました。このパンフレ

ットでは、自主宣言登録制度の効果や登録企業の事例紹介のほか、女性の活躍推進の社会的・経

済的な必要性や推進のためのポイントなどをわかりやすく整理しています。（詳細については県ホ

ームページをご覧ください。 http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/joseikatsuyaku-pamphlet.html ）

・自主宣言登録数 156団体（平成27年2月2日現在）

職場で女性がいきいきと働き活躍することに大きな期待が集まる中、県では、同会議とともに、

このパンフレットを活用し、企業における女性管理職登用を支援するなど、女性の活躍推進に向け

積極的に取り組んでいきます。
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性 別 役 割 分 担 意 識 に つ い て

内閣府が行った女性の活躍推進に関する世論調査によると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきで
ある」という考え方について、賛成派（「賛成」、「どちらかといえば賛成」の計）は 44.6 ％で、前回調
査より 7.0 ポイント減少し、反対派（「反対」「どちらかといえば反対」の計）と逆転しました。男女
年齢別に見ると、賛成派は女性の 70 歳以上（52.5 ％）、男性の 60 歳代（50.2 ％）、男性の 70 歳以上
（54.8 ％）で 50 ％を超えています。反対派の割合が一番高いのは女性の 50 歳代で 58.6 ％となってい
ます。

図表 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について（全国）
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備考：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 24 年）   
内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査」（平成 26 年）

福岡県が行った調査の同様の質問では、「男は仕事、女は家庭」という考え方について、賛成派（「同
 感する」、「ある程度同感する」の計）が減少から増加に転じたのは、国より早い平成 16 年調査時点
です。平成 21 年調査では 56.3 ％と前回より更に 6.1 ポイント増加しています。

図表 「男は仕事、女は家庭」という考え方について（福岡県）

9.2 47.1 26.7 16.1 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平21

同感する ある程度同感する あまり同感しない 同感しない 不明

56.3 42.8

賛成派 反対派

備考：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（平成 21 年）
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地域における男女共同参画について 
 

〇福岡県「地域における女性の活躍推進事業」  
県内の市町村において、男女共同参画に関する条例の制定や計画の策定が進み、審議会等

委員の女性割合も年々増加するなど、地域における男女共同参画の取組は着実に進んでいま

す。しかしながら、女性自治会長の割合は全体の 8.1％で、女性の活躍はまだ十分ではありま

せん。 

県では平成 26 年度に「地域における女性の活躍推進事業」として、自治会長アンケート調 

査で女性役員の登用実態を把握し、高齢者の見守りなど女性の参画で自治会が活性化した事

例を収集しました。併せて、自治会等における女性役員の登用拡大のモデル事業を実施し、

その成果を全県的に広めていくこととしています。 
（※詳細については県ホームページ www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/tiiki-josei.html ）

・「男女でともに取り組む自治会活動アンケート調査」 
    平成 26 年 9～10 月、県内の全市町村に調査対象となる自治会数を割り当て 

自治会長に対して実施した(サンプル数 1,142)。平成 27 年2月には、市町村職 

員や自治会長を対象に報告会を開催し、アンケート概要の報告や優良事例発表 

により、広く普及を図った。（26 年度末に報告書発行）  

・「地域における女性の活躍推進モデル事業」 
地域の自治会連合組織や女性団体等による女性役員登用拡大に向けた先導的取組をモデル事業として支援し、

県内への普及を図る。（１団体あたり助成金１年度２０万円以内、事業期間上限２ヶ年） 

〇県内市町村の男女共同参画に係る取組  

地域における男女共同参画の推進には、住民に身近で、地域と密接な関わりを持つ市町村

の取組が重要です。審議会等委員に占める女性の割合が県内１位（平成 26年４月１日現在）

である久留米市の、女性登用推進の取組を紹介します。

「審議会等委員への女性登用推進」（久留米市） 
久留米市は審議会等への女性登用推進を第３次久留米市男女共同参画行動計画・第１期実施計画において、重点 

目標のうちの一つに位置付け、登用目標の確実な達成に向けて全庁的に取り組んでいる。 

具体的な取組  平成15年4月、「久留米市における審議会等への女性の登用促進要綱」を施行し、最終的に審議会 

等委員の人数を男女同数とすることを目標に取組を進めている。  
・各部における登用推進員（次長級）の設置・・・登用推進員は、各審議会の所管の長への助言及び女性委員登用 

に必要な部内の調整事務を行う。 

・

・

事前協議の実施・・・

・・・

登用推進員は、２ケ月前に各所管の長へ通知し、１ヶ月前に男女平等政策会議委員（各部 

長級）の確認を得て、男女平等政策課へ協議書を提出し、最終的に同会議会長（市長）が決裁を行う。 

市長ヒアリングの実施

審議会等委員の女性比率（久留米市）

10月1日現在の審議会等登用率が、その年度の数値目標に達成していない審議会等の

所管の長と登用推進員に出席してもらい、市長によるヒアリングを実施。 

15.3.31 16.4.1 17.4.1 18.4.1 19.4.1 20.4.1 21.4.1 22.4.1 23.4.1 24.4.1 25.4.1 26.4.1
24.4% 27.6% 29.2% 30.8% 31.6% 33.5% 35.4% 37.1% 38.9% 40.8% 42.4% 43.7%

30.9% 33.6% 31.1% 33.3% 33.3% 35.4% 36.7% 36.8% 43.8% 44.1% 45.6% 46.2%

26.6% 30.0% 29.7% 31.4% 32.0% 34.0% 35.7% 37.0% 40.1% 41.6% 43.3% 44.4%

調査基準日

設置要綱等によるもの

　　　　　計　　　　

法律・条例等によるもの

  2月23日 報告会の様子  
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第５章 女性の安全・安心な生活の確保の状況

女性が安全・安心な生活を送るためには、女性の尊厳を著しく損なう性　罪、売買春、ストーカー行為

などを防止し、被害者を支援するなどの、女性に対する暴力を容認しない社会づくりを進めることが不可

欠です。

また、高齢化が進む中、高齢女性の自立と生活の安定を社会的に支えることも必要です。

そして、女性が生涯にわたり直面する、妊娠・出産機能に起因したライフサイクルや健康上の問題に配

慮し、女性の生涯を通じた総合的な健康支援を行っていくことが、男女共同参画社会実現の前提となりま

す。

この章では、女性の安全・安心な生活に関わる状況についてまとめています。

本章のポイント

● 福岡県におけるストーカーの認知件数は、平成23年から増加傾向にある。

● 福岡県における単身高齢世帯数は大幅に増加しており、全国的にも同様の傾向にある。また女性高

齢単身世帯は、男性高齢単身世帯の約３倍となっている。

● 福岡県における乳がん及び子宮がんの年齢調整死亡率＊は、近年ほぼ横ばいである。また、がん検

診受診率については、乳がん、子宮頸がん検診とも上昇傾向にある。

● 自然死産数及び人工死産数、周産期死亡数、周産期死亡率は、微減で推移している。

＊年齢調整死亡率…年齢構成が著しく異なる人口集団の間で粗死亡率や、特定の年齢層に偏在する死因別死亡率などについて、その年齢構成

の差を取り除いて比較する場合に用います。基準人口には「昭和60年モデル人口」を用いています。

ストーカー認知件数

本県のストーカー事案の認知件数（県警察取り扱い）は、平成25年で1,141件となっており、前年の平

成24年800件に比べ341件増加しています。

図表５－１ ストーカー事案の認知件数（福岡県・全国）
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※執拗なつきまといや無言電話等のうち、ストーカー規制法やその他の刑罰法令に抵触しないものも含む。

備考：警察庁、福岡県警調べ
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高齢単身世帯数

65歳以上のひとり暮らしの女性は、平成22年で156,093世帯と平成17年に比べ、23,951世帯、18.1％

の増加となっており、30年間で約4.7倍になっています。

一方、65歳以上のひとり暮らしの男性は、平成22年で53,419世帯となっており、平成17年に比べ12,252

世帯、29.8％の増加となっており、30年間で約6.4倍になっています。

女性の高齢単身世帯数は、男性の約3倍となっていますが、増加率は男性の方が高くなっており、全国

的にも同様の傾向にあります。

図表５－２ 高齢単身世帯数（福岡県・全国）
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備考：総務省「国勢調査」

乳がん、子宮がん 死亡率と検診受診率の推移

がんの死亡数は、昭和 52（1977）年から死亡原因の第１位となっており、平成 25年人口動態調査では

全体の30.7%を占めています。

女性特有のがんである乳がん及び子宮がんの75歳未満年齢調整死亡率は近年ほぼ横ばいです。

国民生活基礎調査における乳がん及び子宮頸がんの検診受診率は、平成22年に上昇し、平成25年にお

いても上昇傾向にあります。

図表５－３ 乳がん、子宮がんの死亡率、検診受診率の推移

※図表上、平成19年度以前の受診率は、乳がんは40歳以上、子宮頸がんは20歳以上で算出
（前年度受診者数）＋（当該年度受信者数）/（当該年度対象者数）×100
※平成22年度以降の受診率は、乳がん40～69歳、子宮頸がんは20～69歳で算出
（前年度受診者数）＋（当該年度受診者数）－（２年連続の受診者数）/（当該年度対象者数）×100

備考：厚生労働省「人口動態調査」、「国民生活基礎調査」
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自然死産数及び人工死産数、周産期死亡数、周産期死亡率年次推移

平成25年における県内の自然死産数は472件、人工死産数は723件、周産期死亡数は157件、周産期死

亡率は3.4％となっています。

自然死産数は、平成24年の542件から平成25年は70件減少し、平成23年と同様に400件台となって

います。

人工死産数は、平成24年からは14件増加していますが、過去2番目に少ない件数になっています。

周産期死亡数及び周産期死亡率は、平成24年から37件、0.8％減少し、過去最小となっています。

図表５－４ 自然死産数及び人工死産数、周産期死亡数、周産期死亡率年次推移（福岡県）
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